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令和５年度 税制改正の概要（厚生労働省関係）



地域医療構想実現に向けた税制上の優遇措置の延長〔登録免許税〕（P４）

医療機関の開設者が再編計画に基づき不動産を取得した場合の所有権の移転登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置の適用期限を３年延長する。

医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置の延長等〔相続税、贈与税〕（P５）

良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律の改正を前提に、持分なし医療法人への移行計画の認定制度に基づく特例措置

について、その適用期限を令和８年12月末まで延長する。併せて、当該認定制度における移行期限について、移行計画の認定の日から起算して５年（現行：

３年）を超えない範囲のものとする等の措置を講じる。

医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度の延長〔所得税、法人税〕（P６）

医療用機器等の特別償却制度について、医療用機器に係る措置の対象機器の見直しを行った上、制度の適用期限を２年延長する。

＊試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除（研究開発税制）の延長等〔所得税、法人税、法人住民税〕（P７）

研究開発税制（法人税額から試験研究費の一部を控除できる制度）について、企業が研究開発投資を増加させるインセンティブの更なる向上を図るため、

一般型のインセンティブ強化、一般型の控除上限の上乗措置の適用期限の３年延長等の措置を講じる。

医療保険制度改革に伴う税制上の所要の措置〔所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定〕（P８）

健康保険法の出産育児一時金等について、所要の法令改正を前提に、引き続き非課税措置等を講ずる。

国民健康保険税の課税限度額の見直し及び低所得者に係る国民健康保険税の軽減判定所得の見直し〔国民健康保険税〕（P９）

①国民健康保険税の課税限度額の見直しを行う。

②低所得者に対する国民健康保険税の軽減措置の対象となる世帯の軽減判定所得について、経済動向等を踏まえ、所要の見直しを行う。

健康・医療

1

※１ 各項目名は、厚生労働省として税制改正を要望した事項の名称を用いている
※２ ＊を付している項目は他省庁が主管の項目

社会保険診療報酬に係る事業税非課税措置の存続〔事業税〕（P10）
医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る事業税の軽減措置の存続〔事業税〕（P10）

≪大綱の「第三 検討事項」より抜粋≫
事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置及び医療法人に対する軽減税率については、税負担の公平性を図る観点や、地域医療の確

保を図る観点から、そのあり方について検討する。



介護保険制度改革に伴う税制上の所要の措置〔所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定〕 （P13）

介護保険法の介護給付について、所要の法令改正を前提に、非課税措置等を講ずる。

生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに伴う税制上の所要の措置〔所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定〕 （P14）

生活困窮者自立支援法の生活困窮者住居確保給付金について、所要の法令改正を前提に、引き続き、非課税措置等を講ずる。

＊サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長〔固定資産税、不動産取得税〕 （P15）

サービス付き高齢者向け住宅に係る固定資産税の減額措置並びに不動産取得税の課税標準の特例措置及び当該住宅の用に供する土地に係る不動産取得税の減

額措置について、現行制度の見直しを行った上で、その適用期限を２年延長する。

福祉
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駐留軍関係離職者、国際協定の締結等に伴う漁業離職者等に対して支給される職業転換給付金に係る非課税措置等の延長等

〔所得税、国税徴収法、個人住民税、事業所税、徴収規定〕 （P16）

駐留軍関係離職者等臨時措置法、国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律施行規則等の一部改正により引き続き支給されることとなる労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実

等に関する法律等の職業転換給付金（事業主に対して支給されるものを除く。）に係る非課税措置等や、国の雇用に関する助成に係る者に対する従業者割に

係る事業所税の課税標準の特例措置について、いずれもその適用期限を５年延長する等の措置を講ずる。

労働者協同組合法の施行に伴う税制上の所要の措置〔固定資産税、都市計画税〕（P17）

労働者協同組合連合会が所有し、かつ、使用する事務所及び倉庫に係る固定資産税及び都市計画税の非課税措置を講ずる。

学び・学び直し促進のための特定支出控除における特例措置の創設〔所得税、個人住民税〕 （P18）

給与所得者の特定支出控除の特例について、特定支出が、研修費又は資格取得費に該当するものである場合において、教育訓練給付金の支給対象となる教育

訓練に係るものであるときは、現行の手続において必要とされる給与等の支払者による証明に代えて、キャリアコンサルタントによる証明ができることとする。

雇用

母子父子寡婦福祉法に基づく高等職業訓練促進給付金に係る非課税措置等の延長等〔所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定〕（P11）

母子父子寡婦福祉法に基づく「高等職業訓練促進給付金」について、母子父子寡婦福祉法施行令の改正を前提に、非課税措置等の適用期限を延長する等の措

置を講ずる。

認可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税措置の拡充等〔消費税、地方消費税〕（P12）

都道府県知事等から国家戦略特別区域内に所在する場合の外国の保育士資格を有する者の人員配置基準等の一定の基準を満たす旨の証明書の交付を受けた認

可外保育施設において行われる保育について、消費税を非課税とする。

子ども・子育て

（※）令和５年度よりこども家庭庁に移管予定。

（※）令和５年度よりこども家庭庁に移管予定。



戦没者等の妻に対する特別給付金に関する非課税措置等の存続〔所得税、印紙税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定〕 （P24）

戦没者等の妻に対する特別給付金について、国として特別の慰藉を行うとの趣旨に鑑み、非課税措置等を存続する。

＊新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付に係る消費貸借に関する契約書に係る印紙税の非課税措置の延長〔印紙税〕（P25）

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置によりその経営に影響を受けた事業者に対して行う特別貸付けに係る消費貸借契約書の印紙税の

非課税措置の適用期限を１年延長する。

＊福島国際研究教育機構に係る税制上の所要の措置〔法人税等〕（P26）

令和５年４月の福島国際研究教育機構の設立に伴い、当該機構の円滑な設立及び運営が可能となるよう、税制上の所要の措置を講ずる。

生活衛生

生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度の適用期限の延長〔法人税〕（P21）

生活衛生同業組合等が共同利用施設を取得した場合の特別償却制度について、建物の取得価額要件を600万円以上（現行：400万円以上）に引き上げた上で、

その適用期限を２年延長する。

＊中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除（中小企業投資促進税制）の延長〔所得税、法人税、法人住

民税、事業税〕（P22）

中小企業者等が機械装置、ソフトウェア等を取得した場合の特別償却・税額控除制度について、コインランドリー業（主要な事業であるものを除く。）の用

に供する機械装置でその管理のおおむね全部を他の者に委託するものを除外する等、対象資産の見直しを行った上で、その適用期限を２年延長する。

＊中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除（中小企業経営強化税制）の延長〔所得税、

法人税、法人住民税、事業税〕（P23）

中小企業者等が経営力向上計画に基づき機械装置、ソフトウェア、器具備品等を取得した場合の特別償却・税額控除制度について、コインランドリー業等

（主要な事業であるものを除く。）の用に供する資産でその管理のおおむね全部を他の者に委託するものを除外した上で、その適用期限を２年延長する。

その他
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年金

企業年金等の積立金に対する特別法人税の課税停止措置の延長〔法人税、法人住民税〕（P19）

企業年金等の積立金に対する特別法人税の課税の停止措置の適用期限を３年（令和７年度末まで）延長する。

個人型確定拠出年金（iDeCo）の改革等に伴う税制上の所要の措置〔所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事業税〕 （P20）

≪大綱の「第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等」より抜粋≫
私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえながら、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平

な税負担を確保できる包括的な見直しが求められる。個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入可能年齢の70 歳への引上げや拠出限度額の引上げについて、
令和６年の公的年金の財政検証にあわせて、所要の法制上の措置を講じることや結論を得るとされていることも踏まえつつ、老後に係る税制について、
（中略）あるべき方向性や全体像の共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。



1 大綱の概要

2 制度の内容

地域医療構想実現に向けた税制上の優遇措置の延長
（登録免許税）

医療機関の開設者が再編計画に基づき不動産を取得した場合の所有権の移転登記等に対する登録免許税の税率

の軽減措置の適用期限を３年延長する。
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地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律における認定再編計画（地域医療構想調整会

議において合意されていることが条件）に基づき取得した不動産（用地・建物）について、登録免許税の税率を

１／２に軽減する。

① 土地の所有権の移転登記 1,000分の10（本則：1,000分の20）

② 建物の所有権の保存登記 1,000分の２ （本則：1,000分の４）

Ａ病院：200床

Ｂ病院：50床
無床診療所へ移行

再編後のＡ総合病院
220床

再編を検討している複数医療機関

①再編計画を策定
地域医療構想調整会議（各都道府県）

②地域医療構想調整会議に諮る

③調整会議で協議し、合意

・各都道府県は、地域医療構想調
整会議において、再編計画の内容
を確認するものとする。

④地方厚生局へ再編計画を提出
（都道府県を経由）

⑤再編計画の認定

・提出された再編計画について、所定の
要件を満たすものであるか確認を行い、適当
であると認められる場合は認定を行う。

厚生労働省（地方厚生局長）

・再編計画の認定に当たっては、
必要に応じて関係都道府県の
意見を聴収する。

⑥再編計画を認定した旨を
都道府県へ通知

・提出された再編計画について、
地域医療構想の達成に向けた病
床の機能の分化及び連携を推進す
るために適切か協議を行う。

厚生労働省
地方厚生局

再編計画認定までのプロセス



1 大綱の概要

2 制度の内容

医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置の延長等
（相続税、贈与税）

医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予制度等について、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法
等の一部を改正する法律の改正を前提に、次の措置を講じた上、その適用期限を令和８年12月末まで延長する。

① 相続税・贈与税の納税猶予制度等における移行期限を、移行計画の認定の日から起算して５年（現行：３年）を
超えない範囲内のものとする。

② その他所要の措置を講ずる。

・ 平成26年度の医療法(※)改正により、「持分あり医療法人」から「持分なし医療法人」に移行する計画を作成し、
その計画が妥当であると厚生労働大臣から認定を受けた「認定医療法人」に対して、出資者の死亡による相続税の
猶予等、出資者間のみなし贈与税の猶予等の特例措置が導入された。更に、平成29年10月からは、出資者の持分
放棄に伴い医療法人へ課されるみなし贈与税の非課税措置も導入された。（大臣認定の後、３年以内に移行）

・ 現行の制度は令和５年９月末までの措置であるため、当該措置を令和８年12月末まで延長する。

・ また、認定を受けた医療法人の中には、その後の出資者との調整期間の不足等により、認定から３年以内に放棄
の同意を得ることができずに、認定医療法人制度を活用できなかった法人も存在するため、更なる移行促進のため、
移行期限を５年以内に緩和する。

(※) 良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律（平成18年法律第84号）

持分あり医療法人 持分なし医療法人

移行計画
の提出

大臣認定

3年以内に移行

認定医療法人

持分放棄

出資者

経済的利益

非課税

【認定医療法人のメリット】
① 相続税の納税猶予・免除

出資者 相続人

死亡 出資持分

納税猶予

相続人が持分
放棄した場合、
相続税免除

② 出資者間の贈与税の納税猶予・免除

持分放棄 移行過程で出資者Bが
持分放棄した場合、
贈与税免除

出資者A 出資者B

出資持分の増加

納税猶予

③ 医療法人への贈与税の非課税

持分なし医療法人へ
移行した場合、
贈与税非課税（改正後）５年以内に移行

出資者B
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1 大綱の概要

2 制度の内容

医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度の延長
（所得税、法人税）

医療用機器等の特別償却制度について、医療用機器に係る措置の対象機器の見直しを行った上、制度の適用期

限を２年延長する。

6

①医師及びその他の医療従事者の労働時間短縮に資する機器等の特別償却制度

医師・医療従事者の働き方改革を促進するため、労働時間短縮

に資する設備に関する特別償却制度の期限を２年延長する。

【対象設備】医療機関が、医療勤務環境改善支援センターの助言の下に

作成した医師労働時間短縮計画に基づき取得した器具・備品（医療用

機器を含む）、ソフトウェアのうち一定の規模（30万円以上）のもの

【特別償却割合】取得価格の15％

②地域医療構想の実現のための病床再編等の促進のための特別償却制度

地域医療構想の実現のため、民間病院等が地域医療構想調整会議において合意された具体的対応方針に基づき病床の再編等を行った

場合に取得する建物等に関する特別償却制度の期限を２年延長する。

【対象設備】病床の再編等のために取得又は建設（改修のための工事によるものを含む）をした病院用等の建物及びその附属設備

（既存の建物を廃止し新たに建設する場合・病床の機能区分の増加を伴う改修（増築、改築、修繕又は模様替）の場合）

【特別償却割合】取得価格の８％

③高額な医療用機器に係る特別償却制度

取得価格500万円以上の高額な医療用機器に関する特別償却制度について、高度な医療の提供という観点から対象機器の見直しを行った

上で、期限を２年延長する。

【対象機器】高度な医療の提供に資するもの又は医薬品医療機器等法の指定を受けてから２年以内の医療機器

【特別償却割合】取得価格の12％

医療機関

器具・備品・
ソフトウェア※

③供用開始

医療勤務環境改善支援センター

医療労務管理アドバイザー

医業経営アドバイザー

都道府県医療勤務担当課室長
による確認

助言

確認

税務署

①計画書提出

②計画書返送

青色申告

連携

※例えば、医師が行う作業の省力化に資する設備等５類型のいずれかに該当するもの



1 大綱の概要

2 制度の内容

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除（研究開発税制）の延長等
（所得税、法人税、法人住民税）（経産省、内閣府、総務省、文科省、農水省、国交省、環境省、防衛省、復興庁と
共同要望）

● 研究開発税制（法人税額から試験研究費の一部を控除できる制度）について、次の見直しを行う。

● 研究開発投資の維持・拡大に対するインセンティブを強化するため、試験研究費の増減割合に応じて控除上限が変動する制度を導入
するとともに、税額控除率のカーブを見直し（コロナ特例については期限通り廃止）

● 時限措置（控除率の上限引上げ、控除上限・控除率の上乗せ措置）について、適用期限を３年間延長

● 国内の既存企業とスタートアップとのオープンイノベーションを加速させるため、オープンイノベーション型において、共同研究等
の対象となる研究開発型スタートアップの定義を見直し 等

①控除上限のインセンティブ強化
（控除上限）

②控除率のインセンティブ強化

※ 売上高試験研究費割合が10％超の場合は通常の控除上限（25％）に10％まで上乗せ（変動型の控除上限との選択制）（時限措置）

増減試験研究費割合

現行制度見直し後

※ 変動型の控除上限は、３年間の時限措置（令和７年度末） （控除率）

現行制度

最大14%

見直し後

37％減

傾き0.375

傾き0.35

傾き0.25傾き0.175

30％減 0％ 12％増 増減試験研究費割合

9.4％増 18.7％増 20.4％増
1％

2％

8.5％

10.145%

11.5％

14％

-12% -4% 0% 4% 12%

20%

25%

30%
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1 大綱の概要

2 制度の内容

医療保険制度改革に伴う税制上の所要の措置
（所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定）（財務省、総務省、文科省と共同要望）

健康保険法の出産育児一時金等について、所要の法令改正を前提に、引き続き非課税措置等を講ずる。
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• 医療保険制度では、出産に要する被保険者等の経済的負担を軽減するため、健康保険法第101条等に基づ

く保険給付として出産育児一時金等が支給されており、支給額については、出産費用等の状況を踏まえ、

弾力的な改定を実施するため、被用者保険は政令、市町村国保は条例で、それぞれ規定している。

※ 現在支給額は、公的病院における室料差額等を除いた出産費用等を勘案して定めており、一分娩当た

り原則42万円（本人給付分40.8万円、産科医療補償制度の掛金分1.2万円）となっている。

• 今般、社会保障審議会医療保険部会の「議論の整理」（令和４年12月15日）において、「出産育児一時金

の額は、令和４年度の全施設の出産費用の平均額の推計等を勘案し、令和５年４月から全国一律で50万円

に引き上げるべき」とされたことを踏まえ、出産育児一時金等の支給額を42万円から50万円に引き上げる

こととしており、この増額分について、所要の法令改正を前提に、引き続き非課税措置等を講ずる。



1 大綱の概要

2 制度の内容

国民健康保険税の課税限度額の見直し及び低所得者に係る国民健康保険税の
軽減判定所得の見直し （国民健康保険税）

Ⅰ 国民健康保険税の課税限度額を104万円（現行：102万円）に引き上げる。
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Ⅱ 国民健康保険税の減額の対象となる所得基準について、次のとおりとする。

① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき金額を29万円

（現行：28.5万円）に引き上げる。

② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき金額を53.5万円

（現行：52万円）に引き上げる。

【現行】 軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)
５割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋28.5万円×(被保険者数＊)
２割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋52万円×(被保険者数＊)

７割
軽減

５割 応益分（約50％）

応能分（約50％）

２割 ７割
軽減

５割 ２割

Ⅱ経済動向等を踏まえ、
軽減判定所得を見直し

【現行】課税限度額 102万円

基礎課税額：65万円
後期高齢者支援金等課税額：20万円
介護納付金課税額：17万円

中間所得層の被保険者の負担に配慮した
国民健康保険税の見直しが可能となる。

保険税額

所得額 所得額

保険税額

① ②

【改正後】課税限度額 104万円
基礎課税額：65万円
後期高齢者支援金等課税額：22万円
介護納付金課税額：17万円

【改正後】 軽減判定所得
７割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)
５割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋29万円×(被保険者数＊)
２割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋53.5万円×(被保険者数＊)

＊被保険者数には、同じ世帯の中で国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した者を含む。

【現行】 【改正後】

Ⅰ課税限度額の見直し



1 大綱の概要

2 制度の内容

＜第三 検討事項＞ より抜粋

事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置及び医療法人に対する軽減税率については、税負担

の公平性を図る観点や、地域医療の確保を図る観点から、そのあり方について検討する。
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社会保険診療報酬に係る非課税措置及び医療法人の社会保険診療報酬以外部分
に係る軽減措置の存続 （事業税）

社会保険診療報酬 社会保険診療報酬以外

非課税
(個人、医療法人、公益法人等)

開設主体 400万円以下
400万円超

800万円以下
800万円超

特別法人
＊医療法人を含む

3.５%
(約4.7%)

4.９%
（約6.6%）

普通法人
3.５%

(約4.8%)
5.３%

(約7.3%)
７.０%

(約9.6%)

個人 5.0%

注 ( )内の数字は、令和元年10月以降の事業年度から事業税と分離して課税される「特別法人事業税」(事業税率に普通法人
37%・特別法人34.5%)を合算した税率



母子父子寡婦福祉法に基づく高等職業訓練促進給付金について、母子父子寡婦福祉法施行令の改正を前提に、

引き続き非課税措置、差押禁止措置を講ずる。

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金貸付けにおける債務免除額（債務免除益）につい

て、引き続き非課税措置を講ずる。

児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業における債務免除額（債務免除益）について、その事業

内容の見直し後も引き続き非課税措置を講ずる。

母子父子寡婦福祉法に基づく高等職業訓練促進給付金に係る非課税措置等の延
長等 （所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定）

• ひとり親が就労し安定した収入を得て自立することを支援するため、訓練中の生活費を支援する高等職業訓練促進給付金の対

象資格の拡充・訓練期間の緩和の措置をいずれも延長することを予定している。

• 延長するこれらの措置について、母子父子寡婦福祉法施行令の改正を前提に、引き続き非課税・差押禁止措置を講ずる。

• 「ひとり親家庭住宅支援資金貸付金」制度では、母子・父子自立支援プログラム（※）の策定を受け、自立に向けて意欲的に

取り組んでいる児童扶養手当受給者等に対して、住居費貸付を行っており、１年間の就業継続で返済免除となる。

• 令和５年度予算を財源とする貸付を行った場合の返済免除額（債務免除益）について、引き続き非課税措置を講ずる。

（※）児童扶養手当受給者等に対し、本人の生活状況、就業への意欲、資格取得への取組等について状況把握を行い、個々のケー

スに応じた支援メニューを組み合わせて策定する自立支援のためのプログラム。

• 「児童養護施設退所者等自立支援資金貸付金」制度では、児童養護施設等を退所し、就職・進学する者等に対して家賃貸付、

生活費貸付、資格取得貸付を行っており、家賃貸付、生活費貸付については５年間の就業継続、資格取得貸付については２年間

の就業継続で返済免除となる。

• この返済免除額（債務免除益）について、その事業内容の見直し後も引き続き非課税措置を講ずる。
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1 大綱の概要

2 制度の内容



1 大綱の概要

2 制度の内容

認可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税措置の拡充等
（消費税、地方消費税）

都道府県知事等から国家戦略特別区域内に所在する場合の外国の保育士資格を有する者の人員配置基準等の

一定の基準を満たす旨の証明書の交付を受けた認可外保育施設において行われる保育について、消費税を非課税
とする。
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・これまで、指導監督基準を満たす旨の証明書を都道府県等から交付された認可外保育施設については、その利

用料に係る消費税が非課税とされてきた。

・指導監督基準については、６人以上の児童を保育する認可外保育施設は、保育に従事する者の概ね３分の１以

上に相当する数の者が、（日本の）保育士の資格を有する者であることを求めている。

・今般、国家戦略特区内に所在する認可外保育施設であって、当該施設を利用する児童の全て又は多くが外国人

であるものについては、外国の保育士資格を保有する者を十分な数だけ配置していること等の諸要件を満たす

場合には、それをもって上記の「概ね3分の１以上」の基準を満たすものとする国家戦略特区制度の特例を、

正式に指導監督基準等に位置づけることとしている。

・現行の認可外保育施設の利用料に係る消費税非課税措置に関して、国家戦略特区における認可外保育施設の有

資格者配置基準に関する特例が適用される施設についても、その利用料に係る消費税を非課税措置の対象とす

る等の措置を講じる。



1 大綱の概要

2 制度の内容

介護保険制度改革に伴う税制上の所要の措置
（所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定）

介護保険法の介護給付について、所要の法令改正を前提に、非課税措置等を講ずる。
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• 2040年に向けて生産年齢人口が急減し、85歳以上人口が急速に増加していくことが見込まれる中で、令和６

年度から始まる次期（第９期）介護保険事業計画期間に向けては、

○ 2025年に向けて構築を図っている地域包括ケアシステム（※）を更に深化・推進するとともに、

○ 介護ニーズの増大と労働力の制約への対応を両立させ、制度の持続可能性を確保する

という視点に基づき検討していくことが必要。

（※）地域の実情に応じて、高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・

介護・介護予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制。

• そのため、社会保障審議会介護保険部会において「地域包括ケアシステムの更なる深化・推進」「介護人材

の確保、介護現場の生産性向上の推進」「給付と負担」等の観点から、介護保険制度の見直しについて検討

を行ったところであり、これに伴い、所要の税制改正を行う。



1 大綱の概要

2 制度の内容

生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに伴う税制上の所要の措置
（所得税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定）

生活困窮者自立支援法の生活困窮者住居確保給付金について、所要の法令改正を前提に、引き続き、所得税を

課さず、国税の滞納処分による差押えを禁止する等の措置を講ずる。
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事業の目的

 住まいを失うおそれのある生活困窮者に対して、就労の基盤となる住まいを確保することで就労自立を支援する。
 コロナ禍における特例的な対応を一部恒久化するとともに、自立支援機能の強化等が図られるよう見直しを行う（省令等）。

①離職・廃業後２年以内の者

②自己の責めによらず収入が減少し、離職・
廃業と同程度の状況にある者

支給対象者

世帯収入の月額が均等割非課税額（年額）の

1/12＋住宅扶助額以下

※別途資産要件（最大100万以下）あり

収入要件

家賃額（住宅扶助額が上限）

※収入に応じた額を支給
※原則３か月、最大9か月まで

支給額

 職業訓練受講給付金との併給を可能とする特例を恒久化

 求職活動要件について、自治体の無料職業紹介の窓口へ

の求職申込でも可能とする特例を恒久化

 本則による再支給（最大９か月）について、解雇された

者だけでなく、新たにシフト減等により収入が減少し、

離職・廃業と同程度の状態にある者も対象とし、コロナ

特例による再支給（３か月）は終了

※ 就労自立の意欲を阻害しないよう、再支給までの期間を１年

以上空けることとする

コロナ特例の見直し

 児童扶養手当、児童手当等の特定の目的のために支給さ

れている手当等を収入算定から除外

 求職活動要件について、自営業者等の場合は、一定期間、

ハローワークへの求職活動に代え、事業再生のための活

動でも可とする

 「離職・廃業後２年以内」という支給要件について、疾

病、負傷等のやむを得ない事情がある場合、当該事情に

より求職活動が困難な期間を考慮できる取扱いとする

（最長４年）

実施主体

 福祉事務所設置自治体

その他の見直し

税制上の措置

 引き続き、所得税を課さず、国税の滞納処分による差押えを禁止する等の措置を講ずる。



1 大綱の概要

2 制度の内容

サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長
（固定資産税、不動産取得税）（国交省と共同要望）
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不動産取得税

固定資産税 適用期限
令和７年３月３１日まで

適用期限
令和７年３月３１日まで

一戸当たり120㎡相当部分につき、５年間 税額について２／３を参酌して１／２以上５／６以下の範囲内において
市町村が条例で定める割合を軽減

※平成27年４月１日から「地域決定型地方税制特例措置」（通称：わがまち特例）を導入

① 床面積： ３０㎡～１６０㎡／戸（共用部分含む。）
② 戸 数： １０戸以上
③ 補 助： 国からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補助を受けていること
④ 構 造： 主要構造部が耐火構造又は準耐火構造であること 等

要

件

家屋 課税標準から１,２００万円控除／戸
土地 次のいずれか大きい方の金額を税額から控除

ア ： 4万5,000円（150万円×3%）
イ ： 土地の評価額／㎡× 1／2（特例負担調整措置）×家屋の床面積の2倍（200㎡を限度）×3%

① 床面積： ３０㎡～１６０㎡／戸（共用部分含む。）
② 戸 数： １０戸以上
③ 補 助： 国からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補助を受けていること
④ 構 造： 主要構造部が耐火構造又は準耐火構造であること 等

要

件

政府の補助を受けて新築された一定のサービス付き高齢者向け賃貸住宅に係る固定資産税の減額措置並びに不動

産取得税の課税標準の特例措置及び当該住宅の用に供する土地に係る不動産取得税の減額措置について、床面積要

件の上限を160㎡以下（現行：180㎡以下）に引き下げた上、その適用期限を２年延長する。



1 大綱の概要

2 制度の内容

駐留軍関係離職者、国際協定の締結等に伴う漁業離職者等に対して支給される
職業転換給付金に係る非課税措置等の延長等

（所得税、国税徴収法、個人住民税、事業所税、徴収規定）（国交省と共同要望）
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○在日米軍の撤退・縮小等に伴い離職を余儀なくされ
た駐留軍関係離職者に対して再就職の促進等のため
の特別の措置を講じることを目的とする限時法

○令和５年5月16日に期限切れ
（これまで12度延長）

○国際協定の締結等に対処するための漁船の隻数の縮
減に伴い離職を余儀なくされた者に対して再就職の
促進等のための特別の措置を講じることを目的とす
る限時法

○令和５年6月30日に期限切れ

（これまで９度延長）

○ウクライナ情勢の影響により、ロシア連邦政府
との漁業交渉の先行きが不透明

○マグロ類等の保存・管理措置の強化
○各協定に基づく漁業交渉により漁獲割当等が変

動

今後、駐留軍関係離職者、国際協定の締結等に伴う漁業離職者及び労働施策総合推進法施行規則附則第２条に規定する漁業離職者が発生する可能性

駐留軍関係離職者等臨時措置法、国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法及び労働施策総合推進法施行規則附則第２条の規定に基づく職

業転換給付金の支給に係る有効期限をそれぞれ５年延長し、引き続き駐留軍関係離職者、国際協定の締結等に伴う漁業離職者及び労働施策総合推進法施行
規則附則第2条に規定する漁業離職者に対して職業転換給付金に係る非課税措置等を講じる。また、実態に即した支援を行う観点から、同条に規定する対
象漁業（中型いか釣り漁業）の拡充に伴う非課税措置等を講じる。

○漁業経営の改善及び再建整備に関する特別措置法第
12条に規定する漁業離職者の就職を促進するための
措置として、当該漁業離職者に対して職業転換給付
金を支給

○令和５年6月30日に期限切れ
（これまで８度延長）

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安
定及び職業生活の充実等に関する法律施行規則附
則第２条の規定に基づく職業転換給付金の支給

国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時
措置法

○今後も水産資源の状況の悪化、魚価の低迷等
厳しい状況が続くことが見込まれる

○中型いか釣り漁業における減船により、漁業
離職者が発生することが見込まれる

○平成18年に日米間で合意した再編の実施のた
めの日米ロードマップ等により、今後、米海兵
隊のグアム移転など国内の米軍施設の大規模な
移転・返還等が実施される予定

駐留軍関係離職者等臨時措置法

駐留軍関係離職者等臨時措置法、国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法及び労働施策の総合的な推進並びに労
働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律施行規則等の一部改正により引き続き支給されることとなる労働施策の総合
的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等の職業転換給付金（事業主に対して支給されるものを除
く。）に係る非課税措置及び差押禁止措置や、国の雇用に関する助成に係る者に対する従業者割に係る事業所税の課税標準の特例
措置について、いずれもその適用期限を５年延長する等の措置を講ずる。



1 大綱の概要

2 制度の内容

労働者協同組合法の施行に伴う税制上の所要の措置
（固定資産税、都市計画税）

労働者協同組合連合会が所有し、かつ、使用する事務所及び倉庫に係る固定資産税及び都市計画税の非課税措

置を講ずる。
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・ 令和２年12月に成立した労働者協同組合法（令和２年法律第78号）が令和４年10月から施行されたところ、

同法では、新たに、労働者協同組合連合会（※）という法人形態が創設されており、同法人は、法人税法上

の協同組合等（別表３法人）に位置づけられている。

（※） 労働者協同組合連合会は、労働者協同組合等を会員とし、その指導、連絡及び調整に関する事業を行う組織。また、労

働者協同組合は、組合員が出資し、それぞれの意見を反映して事業が行われ、組合員自らが事業に従事することを基本原

理とする組織である。

・ 消費生活協同組合連合会、中小企業等協同組合（企業組合を除く。）等の法人税法上の協同組合等（別表３

法人）が所有し、かつ、使用する事務所及び倉庫に係る固定資産税・都市計画税については非課税とされて

いる。

・ 労働者協同組合連合会が所有し、かつ、使用する事務所及び倉庫に係る固定資産税及び都市計画税について、

他の別表３法人と同様に、非課税措置を講ずる。



1 大綱の概要

2 制度の内容

学び・学び直し促進のための特定支出控除における特例措置の創設
（所得税、個人住民税）

給与所得者の特定支出控除の特例について、特定支出が、研修費又は資格取得費に該当するものである場合に

おいて、教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練に係るものであるときは、現行の手続において必要とされる

給与等の支払者による証明に代えて、キャリアコンサルタントによる証明ができることとする。
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・ 給与所得者が職務の遂行に直接必要な技術又は知識の習得のための研修の受講費用等（※１）の特定支出を
した場合、その合計額が「特定支出控除額の適用判定の基準となる金額（※2）」を超える時は、その超える

部分を給与所得控除後の所得金額から差し引くことができることとされている。

・ 現行の特定支出控除の手続においては、特定支出が職務に関連するものであることについて、給与等の支払
者の証明を受ける必要があるが、給与所得者が、厚生労働大臣が指定する教育訓練給付指定講座を受講した場
合（※３）には、給与等の支払者に代わり、国家資格であるキャリアコンサルタントが証明を行うことを認め
ることとする。
※１ 上記のほか、通勤費、職務上の旅費、転居費、単身赴任者等の帰宅費、勤務必要経費（図書費、衣服費、交際費等）がある。
※２ 平成28年から、その年の給与所得控除額×1/2となっている。
※３ 受講する講座自体が教育訓練給付指定講座として指定されていればよく、教育訓練給付を受給していない場合でも特例の利用が可能。

給与所得控除
額の１/２

給
与
所
得
控
除

控
除
額比較

超える部分の金額
対
象
の
支
出

勤務必要経費
［図書費、衣服費、交

際費］

資格取得費

研修費

通勤費

転居費

帰宅旅費

職務上の旅費



1 大綱の概要

企業年金等の積立金に対する特別法人税の課税停止措置の延長
（法人税、法人住民税） （財務省、総務省、文科省、経産省、金融庁、農水省と共同要望）

企業年金等の積立金に対する特別法人税の課税の停止措置の適用期限を３年（令和７年度末まで）延長する。
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拠出時 運用時 給付時

非課税 積立金への特別法人税課税 課税（公的年金等控除又は退職所得
控除の対象）

2 制度の内容

• 企業年金等においては、拠出・運用・給付時に、以下の通りの税制が適用されている。

• 企業年金等の積立金に課税される特別法人税は、金融市場の状況、企業年金の財政状況等に鑑み、

平成11年度より課税凍結中（令和４年度末が凍結期限）。

（参考１：特別法人税の考え方）
事業主が掛金を負担している企業年金等の積立金に対して課税される法人税。掛金の拠出時点に給与所得として課税すべきところ、
給付時点まで課税の繰延べを行うことに伴う利益に対し課税を行うというのが基本的な考え方。（積立金全体に対して1.173％の税が課される。）

（参考2：企業年金等の種類）
厚生年金基金、確定拠出年金、確定給付企業年金、勤労者財産形成給付金、勤労者財産形成基金のほか、地方公務員共済組合（総務省所管）等がある。



1 大綱の概要

2 制度の内容

＜ 第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等＞より抜粋

私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえながら、拠出・

運用・給付の各段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる包括的な見直しが求められる。個人型確定拠出

年金（iDeCo）の加入可能年齢の70 歳への引上げや拠出限度額の引上げについて、令和６年の公的年金の財政

検証にあわせて、所要の法制上の措置を講じることや結論を得るとされていることも踏まえつつ、老後に係る税

制について、（中略）あるべき方向性や全体像の共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。
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個人型確定拠出年金（iDeCo）の改革等に伴う税制上の所要の措置
（所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事業税）

【資産所得倍増プラン（令和４年1 1月2 8日新しい資本主義実現会議決定）】

①iDeCoの加入可能年齢の引上げ

働き方改革によって、高年齢者の就業確保措置の企業の努力義務が70歳まで伸びていること等を踏まえ、
iDeCoの加入可能年齢を70歳に引き上げる。このため、2024年の公的年金の財政検証に併せて、所要の法制上の措置を講じる。

②iDeCoの拠出限度額の引上げ及び受給開始年齢の上限の引上げ

iDeCoの拠出限度額の引上げ及び受給開始年齢の上限の引上げについて、2024年の公的年金の財政検証に併せて結論を得る。

③iDeCoの手続きの簡素化

iDeCoについても、各種手続きの簡素化・迅速化を進め、マイナンバーカードの活用も含め事務手続きの効率化を図る。

＜現行制度＞

【加入可能要件】 国民年金被保険者
※ 国民年金被保険者の資格は、①第１号被保険者：60歳未満、②第２号被保険者：65歳未満、③第３号被保険者：60歳未満、

④任意加入被保険者：保険料納付済期間等が480月未満の者は任意加入が可能（65歳未満）となっている。）

【掛金】 加入者拠出（中小企業については、事業主も拠出可能）
※ 拠出限度額（令和６年12月１日時点）は、①第１号被保険者及び任意加入被保険者：月額6.8万円、

②企業年金に加入している第２号被保険者：月額２万円、③企業年金に加入していない第２号被保険者及び第３号被保険者：月額2.3万円

【受給可能年齢】 60歳～74歳の間で受給開始時期を選択可能（75歳到達時には自動的に裁定される。）



1 大綱の概要

2 制度の内容

生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度
の適用期限の延長 （法人税）

生活衛生同業組合等が共同利用施設を取得した場合の特別償却制度について、建物の取得価額要件を600万円
以上（現行：400万円以上）に引き上げた上で、その適用期限を２年延長する。
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＜現行＞
○ 生活衛生同業組合（出資組合に限る）及び生活衛生同業小組合が策定した振興計画に基づき共同利用施設を取得した場合に特別

償却ができる。

・ 取得価額要件 ： 取得価額400万円以上

・ 対象資産 ： 建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具及び備品、鉱業権、その他の資産

・ 特別償却率 ： 取得価額の６％

＜改正＞
○ 建物の取得価額要件について、600万円以上に引き上げる。

対象資産
取得価額要件
（現行）

取得価額要件
（改正）

建物

400万円以上

600万円以上

構築物 400万円以上

機械及び装置 400万円以上

船舶 400万円以上

車両及び運搬具 400万円以上

工具、器具及び備品 400万円以上

鉱業権 400万円以上

その他の資産 400万円以上

＜主な対象設備（例）＞

・組合会館

・共同研修施設、共同スタジオ、オンライン会議システム

・クリーニングの共同工場

・共同調理施設

・共同配送車両、共同倉庫、共同冷凍・冷蔵設備 等

（美容等共同研修施設）

（クリーニング共同工場） （共同配送車両）

（組合会館）



1 大綱の概要

2 制度の内容

中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別
控除（中小企業投資促進税制）の延長

（所得税、法人税、法人住民税、事業税）（経産省、農水省、国交省、総務省と共同要望）

中小企業における生産性向上等を図るため、一定の設備投資を行った場合に、税額控除（７％※）又は特別償却（30％）の適用

を認める措置。

22

※ 赤字は令和5年度改正による変更点

※ ①中古品、②貸付の用に供する設備、③匿名組合契約等の目的である事業の用に供する設備、④その管理のおおむね全部を他の者
に委託する機械装置で、コインランドリー業（その中小企業者等の主要な事業であるものを除く。）の用に供すものは対象外

※ 総トン数500トン以上の内航船舶については、船舶の環境への負荷の状況等に係る国土交通省への届出が必要

※ 税額控除は資本金3,000万円以下の中小企業者等に限る

中小企業者等が機械装置、ソフトウェア等を取得した場合の特別償却・税額控除制度について、コインランド
リー業（主要な事業であるものを除く。）の用に供する機械装置でその管理のおおむね全部を他の者に委託する
ものを除外する等、対象資産の見直しを行った上で、その適用期限を２年延長する。



1 大綱の概要

2 制度の内容

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額
等の特別控除（中小企業経営強化税制）の延長

（所得税、法人税、法人住民税、事業税）（経産省、農水省、国交省、総務省と共同要望）

中小企業の稼ぐ力を向上させる取組を支援するため、中小企業等経営強化法による認定を受けた計画に基づく設備投資について、

即時償却及び税額控除（10％※）のいずれかの適用を認める措置。
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※１ 発電用の機械装置、建物附属設備については、発電量のうち、販売を行うことが見込まれる電気の量が占める割合が２分の１を超える発電設備
等を除きます。また、発電設備等について税制措置を適用する場合は、経営力向上計画の認定申請時に報告書を提出する必要があります。

※２ 医療保健業を行う事業者が取得又は製作をする器具備品（医療機器に限る）、建物附属設備を除きます。

※３ ソフトウェアについては、複写して販売するための原本、開発研究用のもの、サーバー用ＯＳのうち一定のものなどは除きます。

※４ その管理のおおむね全部を他の者に委託する資産で、コインランドリー業又は暗号資産マイニング業（中小企業者等の主要な事業として行うものを
除く。）の用に供するものを除きます。

※ 赤字は令和5年度改正による変更点
※ 資本金3,000万円超の場合は７％

中小企業者等が経営力向上計画に基づき機械装置、ソフトウェア、器具備品等を取得した場合の特別償却・税額
控除制度について、コインランドリー業等（主要な事業であるものを除く。）の用に供する資産でその管理のおお
むね全部を他の者に委託するものを除外した上で、その適用期限を２年延長する。



1 大綱の概要

2 制度の内容

戦没者等の妻に対する特別給付金に関する非課税措置等の存続
（所得税、印紙税、国税徴収法、個人住民税、徴収規定）

戦没者等の妻に対する特別給付金支給法の一部改正により引き続き支給されることとなる特別給付金について、

非課税措置及び差押禁止措置を講ずる。
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【戦没者等の妻に対する特別給付金について】（昭和３８年制度創設）

• 先の大戦で、一心同体である夫を失った大きな痛手がある上に、生計の中心を失ったことによる経済的

困難とも闘ってこなければならなかった精神的痛苦に対して、国として特別の慰藉を行うために支給している。

（※）公務扶助料（恩給法）や遺族年金（援護法）等の受給権を有する戦没者等の妻を対象。

• 支給は、１０年償還の無利子の記名国債の交付により行われ、毎年の償還日に均等に支払いを受ける。

• 金額は、支給回数に応じ、２０万円、６０万円、１２０万円、１８０万円、２００万円。

• 戦没者等の妻に対する特別給付金については、非課税措置等を継続する。

２００万円

２０万円 ６０万円
１２０万円 １８０万円 ２００万円

初回 継続 再継続 ３回目継続 ４回目継続

S３８ S４８ S５８ H５ H１５ H２５

５回目継続

R５



1 大綱の概要

2 制度の内容

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置によりその経営に影響を受けた事業者に対して行

う特別貸付けに係る消費貸借契約書の印紙税の非課税措置の適用期限を１年延長する。
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• 新型コロナウイルス感染症によりその経営に影響を受けた事業者を対象として、公的金融機関等や民間金融

機関が行う特別貸付に際して作成される「消費貸借に関する契約書」で、2023年３月31日までの間に作成さ

れるものは、印紙税を非課税としている。

(※)新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律第11条

• 未だ新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないなか、引き続き、影響を受けた事業者の資金繰り支援の

強化を継続する。

公的金融機関等
民間金融機関

影響を受けた事業者

特
別
貸
付
け

【特別貸付制度】
通常より有利な条件を設定
（貸出金利・据置期間等）

非課税措置の適用期限を
2024年３月31日まで延長

特別貸付けに際して作成する
契約書の印紙税を非課税

2023年３月31日まで

新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付に係る消費貸借に関する契約書に
係る印紙税の非課税措置の延長

（印紙税）（財務省、中企庁、農水省、内閣府と共同要望）



1 大綱の概要

2 制度の内容

福島国際研究教育機構に係る税制上の所要の措置
（所得税、相続税、法人税、消費税、印紙税、登録免許税、個人住民税、法人住民税、事業税、地方消費税、不動産
取得税、固定資産税、事業所税、都市計画税） （復興庁、経産省、環境省、文科省、農水省との共同要望）

令和５年４月の福島国際研究教育機構の設立に伴い、当該機構の円滑な設立及び運営が可能となるよう、税制

上の所要の措置を講ずる。
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○ 福島をはじめ東北の復興を一層推進するとともに、我が国の科学技術力・産業競争力の強化に貢献するため、

福島復興再生特別措置法の一部を改正する法律（令和４年法律第54号）により、新たな産業の創出及び産業の

国際競争力の強化に資する研究開発等に関する基本的な計画を定めるとともに、当該計画に係る研究開発等に

おいて中核的な役割を担う新たな法人として、福島国際研究教育機構を設立することとされた。

○ 福島国際研究教育機構について、同機構を公共法人として法人税を非課税とする等の税制上の所要の措置を

講ずる。


